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（総則）

第１条　令和７年度宮代町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 公共下水道事業

 イ 水洗化戸数 １０，０００ 戸

 ロ 年間総排水量 ２，９２９，０００ ㎥

 ハ 一日平均排水量 ８，０２５ ㎥

ニ 主な建設改良事業 中継ポンプ場改修工事

(2) 農業集落排水事業

 イ 水洗化戸数 ２６５ 戸

 ロ 年間総排水量 ６４，０００ ㎥

 ハ 一日平均排水量 １７５ ㎥

ニ 主な建設改良事業 マンホールポンプ非常通報装置設置工事

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　 第１款 １，１０３，６２８ 千円

第１項 ２８２，５７５ 千円

第２項 ８２１，０５２ 千円

第３項 １ 千円

　 第２款 ５９，１７９ 千円

第１項 ９，３００ 千円

第２項 ４９，８７８ 千円

第３項 １ 千円

１，１６２，８０７ 千円

第１款 １，０７８，６５１ 千円

第１項 １，０３２，５９５ 千円

第２項 ４１，００６ 千円

第３項 ５０ 千円

第４項 ５，０００ 千円

第２款 ５９，１７９ 千円

第１項 ５３，０４０ 千円

第２項 ４，１０５ 千円

第３項 ３４ 千円

第４項 ２，０００ 千円

１，１３７，８３０ 千円

令和７年度宮代町下水道事業会計予算

収　　　　　　　　入

合　　　　　　　　　　　計

支　　　　　　　　出

合　　　　　　　　　　　計

公共下水道事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

農業集落排水事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

公共下水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

農業集落排水事業収益
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

　額に対し不足する額１２１，４７７千円は過年度損益勘定留保資金３６，４９８千円、当年

　度分損益勘定留保資金３７，７３４千円、減債積立金４６，９５２千円、当年度分消費税資

　本的収支調整額２９３千円で補てんするものとする。）。

第１款 ３６６，２４７ 千円

第１項 １９３，４００ 千円

第２項 ２ 千円

第３項 １７２，８４５ 千円

第２款 ３５，０６２ 千円

第１項 ２７，１００ 千円

第２項 ７，９６１ 千円

第３項 1 千円

４０１，３０９ 千円

第１款 ４７７，４７２ 千円

第１項 １４３，４９０ 千円

第２項 ３３３，９８２ 千円

第２款 ４５，３１４ 千円

第１項 ２０，８０６ 千円

第２項 ２４，５０８ 千円

５２２，７８６ 千円

（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

千円 千円

千円

（債務負担行為）

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

１公共下水道
　事業資本的
　支　　　出

１建設改良費 中継ポンプ場改修工事

限　　度　　額期　　間事　　　　　　　項

農業集落排水処理施設汚泥運搬業務委託に要する額令和８年度農業集落排水処理施設汚泥運搬

支　　　　　　　　出

186,769

収　　　　　　　　入

企 業 債

補 助 金

農業集落排水事業資本的収入

公共下水道事業資本的収入

合　　　　　　　　　 　　　　計

企 業 債

負 担 金

補 助 金

企 業 債 償 還 金

分 担 金

合　　　　　　　　　　　　　計

公共下水道事業資本的支出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

農業集落排水事業資本的支出

建 設 改 良 費

年　割　額

令和7年度
40,000

令和8年度
146,769

総　　　額 年　度款 項 事　業　名

－　　－2



（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第８条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第９条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 収益的支出における各項間の流用

(2) 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１０条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、

　又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

(1) 職　員　給　与　費 １６，７００ 千円

（他会計からの補助金）

第１１条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおり

　である。

(1) 公共下水道事業 ３２２，３７１ 千円

(2) 農業集落排水事業 ４２，５６６ 千円

令和７年２月２０日　提出

埼玉県南埼玉郡　宮代町長　新　井　康　之

政府資金についてはその融資条件に
より、銀行その他の場合には、その
債権者と協定する事項による。ただ
し、企業財政その他の都合により据
置期間及び償還期間を短縮し、又は
繰上償還若しくは低利に借換えるこ
とができる。

年
４．０％

以内

普 通 貸 借
又は

証 券 発 行

 公共下水道事業 

 流域下水道事業 

 公共資本費平準化債 

農業集落排水事業

 農集資本費平準化債 

９９，７００千円

２３，７００千円

７０，０００千円

１７，１００千円

１０，０００千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
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1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

6

3

1

支　　　　　　　出

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

2

1

2

3

3

1

4

1

7,000

 収　　　　　　　入

業 務 費 17,761

流 域 下 水 道 維 持
管 理 運 営 費 負 担 金 131,036

1,032,595

1

1

ポ ン プ 場 費

総 係 費

そ の 他 営 業 費 用 1

予 備 費 5,000

資 産 減 耗 費 29

管 き ょ 費 91,759

予 備 費 5,000

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失 50

消 費 税 5,000

減 価 償 却 費 730,753

営 業 外 費 用

款 項 目 予定額（千円） 備　　考

事 業 費 用 営 業 費 用

30,971

公 共 下 水 道 1,078,651

30,285

1特 別 利 益

消 費 税 還 付 金

他 会 計 補 助 金 169,526

雑 収 益 5

国 庫 補 助 金

事 業 収 益 営 業 収 益 282,575

雨 水 処 理 負 担 金 37,016

公 共 下 水 道 使 用 料 245,051

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

1

 令和７年度宮代町下水道事業会計予算実施計画

 宮 代 町 公 共 下 水 道 事 業

 収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予定額（千円） 備　　考

公 共 下 水 道 1,103,628

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益 508

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損 50

821,052

1

36,005

41,006

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入 644,519

－　　－4



1

1

1

2

1

3

1

2

支　　　　　　　出

1

1

1

2

2

1

款 項 目 予定額（千円） 備　　考

資 本 的 収 入 企 業 債 193,400

他 会 計 補 助 金 152,845

公共下水道事業負担金 2

公共下水道事業 366,247

負 担 金 2

　収　　　　　　　入

　資 本 的 収 入 及 び 支 出

元 金 償 還 金

477,472

143,490

119,766

23,724

333,982

333,982

備　　考

172,845

企 業 債 償 還 金

款 項 目 予定額（千円）

建 設 改 良 費

流域下水道建設負担金

資 本 的 支 出 建 設 改 良 費

公共下水道事業

国 庫 補 助 金 20,000

企 業 債 193,400

補 助 金

－　　－5



2

1

1

2

1

2

3

4

5

3

1

支　　　　　　　出

2

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

3

1

4

1 2,000予 備 費

消 費 税

そ の 他 営 業 費 用 1

500

営 業 外 費 用 4,105

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

特 別 損 失

雑 支 出

予 備 費 2,000

過 年 度 損 益 修 正 損 34

資 産 減 耗 費

過 年 度 損 益 修 正 益

減 価 償 却 費

総 係 費

営 業 費 用

業 務 費

備　　考目

長 期 前 受 金 戻 入

1

他 会 計 補 助 金

特 別 利 益 1

1

34,605

予定額（千円）

備　　考

営 業 収 益

1受取利息及び配当金

農 業 集 落 排 水
処 理 施 設 使 用 料 9,300

49,878

9,300

1

款 項 目 予定額（千円）

営 業 外 収 益

事 業 収 益

農業集落排水

25,520

15,270

9,110

3,604

34

1

2

17,982

53,040

425

59,179

　宮 代 町 農 業 集 落 排 水 事 業

　収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　　　　　　入

59,179

処 理 場 費

農業集落排水

事 業 費 用

款 項

消 費 税 還 付 金

雑 収 益

－　　－6



2

1

1

2

1

3

1

2

1

1

2

1

補 助 金

27,100事 業 資 本 的

農業集落排水

款

収 入 企 業 債

企 業 債

35,062

27,100

7,961

企 業 債 償 還 金 24,508

24,508元 金 償 還 金

事 業 資 本 的 建 設 改 良 費 20,806

建 設 改 良 費 20,806支 出

農業集落排水 45,314

他 会 計 補 助 金

款 備　　考

7,961

項 目 予定額（千円）

分 担 金 1

受 益 者 分 担 金 1

備　　考項 目 予定額（千円）

　資 本 的 収 入 及 び 支 出

　収　　　　　　　入

支　　　　　　　出

－　　－7



（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額

未払金の増減額

貸倒引当金の増減額

賞与引当金の増減額

その他負債の増減額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

資金期首残高

資金期末残高

10

令和7年度宮代町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

37,203

756,273

31

△ 659,789

△ 2

39,609

△ 5,917

10,000

△ 45

△ 6,565

103,717

128,374

160,806

20,003

31,446

220,500

△ 358,490

△ 137,990

24,657

170,808

2

△ 39,609

131,201

△ 149,363

－　　－8



１ 総　括

給料 手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

時間外
勤務手当

（千円）

275

勤勉手当

（千円）

1,362

1,122

240

管理職員
特別勤務

手当

25

20

5

（千円）

期末手当

（千円）

1,730

1,412

318

（千円）

360

360 265

本 年 度

180

511174 336

10

0

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費
法定福利費 合　　計

特別職 一般職 報酬

（人） （人） （千円）

区　　分
地域手当扶養手当 住居手当

（千円）（千円） （千円）

80

24

56

2,772

管理職
手当

比較 0 1,270 1,157 2,427

前年度 3 7,852

0 345

通勤手当
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

比 較

0 3,696

0

4930

（千円）

174 336

前 年 度

本年度 3 9,122 13,975 2,725

11,548

0

0

16,700

2,380 13,928

0 4,853

－　　－9



２ 給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分 改定率

平均昇給率

職員数の異動状況

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増　減 人 人 人

採用・退職・会計間の異動等状況

R6.1.2～R7.1.1 採用等　1人　退職等1人

R7.1.2～ 採用等　0人　退職等0人

（見込） （見込）

地域手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

地域手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

扶養手当 千円

地域手当 千円

住居手当 千円

通勤手当 千円

時間外勤務手当 千円

管理職員特別勤務手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

昇 給 に 伴 う 増 加 分 60

81

336等による増減

29

る手当額の変

160

102

627

会計間の異動

924

採用、退職、

現に在職する職員

数×12月(5,350円

（千円） （千円）

そ の 他 の 増 減 分

給 料 1,270 515

区　分
増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳

3

△ 70給与改定によ

3 3

0

等による増減 3

174

24

0

7

手 当 1,157 給与改定に伴う増減分 173

2.30%

備　　　　　　　　　　考

6.30%

平均昇給間額×

給料表改定に

説　　明

伴う増額

（その他）（　計　）

×2人×12月）

会計間の異動
現に在職

する職員数

128昇 給 に 伴 う 増 加 分

10

56

5

129

114

そ の 他 の 増 減 分

更による増額　

採用、退職、
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３ 給料及び手当の状況 

(1)職員一人当たりの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2)初　任　給

一 般 会 計 の 制 度

行　 政　 職　（円）

(3)級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

33.33

0

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

1

21.02

290,445

188,000

225,600

１級

66.67

4 1

5 0

令和６年１月１日現在

区　　　　分

令和６年１月１日現在

職　員　数　（人）

2

級

176,100

186,666

区　　　分

令和７年１月１日現在

1

2

3

4

1 2

0.00

主　事

0.00

0.00

100.00

0

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

企業職 （円）

3

0

06

企　　業　　職

0.00

0.00

100.00

5

66.67

２級

主　任

3

0.00

0.00

33.33

0.00

249,700

38.09

平 均 給 料 月 額

6 0

計

2 0

3

区分 ６級 ５級 ４級 ３級

0

計

令和７年１月１日現在

高　　　　校　　　　卒 188,000

大　　　　学　　　　卒 225,600

構　成　比（％）

副　課　長 主　幹 主　査企業職 課　長

区　　　　　　　　　　分
職　　　　種

（企業職）
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(4)昇　　給

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

(5)期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率

※（　　　　）内は、定年前再任用短期時間勤務職員の支給率である。

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7)その他の手当

備　　考

0

2

0

0

0

1

3

3

0

66.67

0

33.33

66.67

支 給 率 計 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

0

47.709
定年前早期

退職特例措置

2.250
（1.175）

4.50
（2.35）

有

　6号給　　（人） 0

（月分）

0

　8号給　　（人）

本
　
　
年
　
　
度

2

　2号給　　（人）

　4号給　　（人）

3

埼玉県市町村
総合事務組合

区　　　　分

本 年 度
2.300

（1.200）
2.300

（1.200）
4.60

（2.40）
有

2

　8号給　　（人） 0

号給数別内訳

前
　
　
年
　
　
度

　2号給　　（人）

　4号給　　（人）

4.60
（2.40）

前 年 度
2.250

（1.175）

区　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最 高 限 度
（月分）

その他の
加算措置等

備　　考

埼玉県市町村
総合事務組合

定年前早期
退職特例措置

一般会計の制度との異同 差　 異　 の　 内　 容

47.709

有

６月（月分） 12月（月分）

1

　6号給　　（人） 0

1

0

1

33.33

3

2

号給数別内訳

合　計区　　　　　　　分 企業職

通 勤 手 当 同　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ

2.300
（1.200）

2.300
（1.200）

一般会計の制度

支給率等

扶 養 手 当 同　　　　じ

一般会計の制度
（支 給 率 等）

区　　　　　分

24.586875 33.27075 47.709

24.586875 33.27075 47.709
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現年度に係る分

千円 ％

補助金

40,00020,000

千円

21.4

78.6

1公共下
水道事
業資本
的支出

1建設改
良費

千円 千円 千円 千円 千円

計

86,000 0

40,000

令和

7 20,000 0

事業名

全体計画

左の財源内訳

年割額

起債

40,000

千円 千円

事　　　　　　　項

農業集落排水処理施設汚泥運搬
農業集落排水処理施設汚泥
運搬業務委託に要する額

100.0

80,769

令和

8 66,000 0 146,769

中継ポ
ンプ場
改修工

事
146,769

備考

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

継　続　費　に　関　す　る　調　書

186,769 100,769

款 項

前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

前年度
末まで
の支払
義務発
生（見
込）額

当 該
年 度
支 払
義 務
発 生
予定額

当該年
度末ま
での支
払義務
発生

予定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額

に
対する
進捗率年度

内部
留保
資金

左の財源

内　　訳

事業収益

限度額

に同じ

限度額

に同じ

限　度　額

前年度末までの支払

義務発生（見込）額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

当該年度以降の支払

義務発生予定額

令和８年度

－　　－13



（単位　千円）

１　固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,382,177

ロ 建 物 411,763

減 価 償 却 累 計 額 △ 86,356 325,407

ハ 構 築 物 16,577,896

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,011,447 12,566,449

ニ 機 械 及 び 装 置 852,584

減 価 償 却 累 計 額 △ 301,012 551,572

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 2,278

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,053 225

ヘ 工具、器具及び備品 243

減 価 償 却 累 計 額 △ 231 12

ト 建 設 仮 勘 定 45,911

有 形 固 定 資 産 合 計 14,871,753

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 593,475

無 形 固 定 資 産 合 計 593,475

固 定 資 産 合 計 15,465,228

２　流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 128,374

(2) 未 収 金 54,494

貸 倒 引 当 金 △ 935 53,559

流 動 資 産 合 計 181,933

資 産 合 計 15,647,161

令和7年度宮代町下水道事業予定貸借対照表

（令和8年3月31日）

資　　産　　の　　部
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３　固　定　負　債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 2,371,668

企 業 債 合 計 2,371,668

固 定 負 債 合 計 2,371,668

４　流　動　負　債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 309,070

企 業 債 合 計 309,070

(2) 未 払 金 91,500

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,238

引 当 金 合 計 1,238

(4) そ の 他 流 動 負 債 100

流 動 負 債 合 計 401,908

５　繰　延　収　益

(1) 長 期 前 受 金 14,469,515

長期前受金収益化累計額 △ 4,101,660

繰 延 収 益 合 計 10,367,855

負 債 合 計 13,141,431

６　資　　本　　金 1,067,010

７　剰　　余　　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,311,449

ロ 負 担 金 23,870

ハ 補 助 金 18,476

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 774

資 本 剰 余 金 合 計 1,354,569

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 84,151

利 益 剰 余 金 合 計 84,151

剰 余 金 合 計 1,438,720

資 本 合 計 2,505,730

負 債 資 本 合 計 15,647,161

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

　（ア）有形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　　　　　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　建物

　　　　　構築物

　　　　　機械及び装置

　　　　　車両及び運搬具

　　　　　工具、器具及び備品

　（イ）無形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　　　　　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　施設利用権

（２）引当金の計上方法

　（ア）退職給付引当金

　　　職員の退職手当については、埼玉県市町村総合事務組合への負担金を除き、

一般会計が負担することとしているため、退職手当に係る引当金の計上はしていない。

　（イ）賞与引当金

　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度

　　　末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　（ウ）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上してい

る。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　

２　貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

　　　のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、２，４１２，６６４千円

　　　である。

（２）引当金の取り崩し

　（ア）賞与引当金

　　　当年度において、期末手当・勤勉手当６月分（法定福利費を含む。）を支給するため、賞与

　　 引当金１，２２８千円を取り崩すこととする。

　（イ）貸倒引当金

　　　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金１８２千円を取り崩すこ

ととする。

45年

 9 ～50年

10 ～50年

 6 ～35年

4 ～ 6年

4 ～ 5年
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３　セグメント情報の開示

（１）報告セグメントの概要

　　宮代町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、それぞれ運営方

　針等を決定していることから、当該２事業を報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

　　当年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　千円）

　　当年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

長期前受金戻入

支払利息及び企業債取扱諸費

730,753

644,519

経常損益

14,888,499

12,460,467

営業損益

セグメント資産

特別損失

固定資産の増減額

36,005 3,604 39,609

50 34

△ 600,334

84

△ 6,607

25,520 756,273

659,789

△ 606,941

15,270

8,455

42,566 401,953

減価償却費

15,647,161

37,285

268,726

50,999 1,057,413

△ 42,544 △ 788,687

680,964 13,141,431

34,752 2,533

359,387

758,662

他会計繰入金

260,271

公共下水道事業

事業の内容

セグメント負債

その他の項目

項目

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

営業収益

営業費用

農業集落排水事業 合計

市街地等におけるし尿・生活雑排水の処理及び雨水排除

農業集落におけるし尿・生活雑排水の処理

1,006,414

△ 746,143
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（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位　千円）

１　営　業　収　益

(1) 下 水 道 使 用 料 219,427

(2) 農業集落排水処理施設使用料 8,454

(3) 雨 水 処 理 負 担 金 25,156

(4) そ の 他 営 業 収 益 485 253,522

２　営　業　費　用

(1) 管 き ょ 費 63,643

(2) 処 理 場 費 17,403

(3) ポ ン プ 場 費 29,558

(4) 流域下水道維持管理運営費負担金 113,758

(5) 業 務 費 15,869

(6) 総 係 費 25,002

(7) 減 価 償 却 費 759,996

(8) 資 産 減 耗 費 31

(9) そ の 他 営 業 費 用 2 1,025,262

営 業 利 益 △ 771,740

３　営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2

(2) 他 会 計 補 助 金 185,679

(3) 国 庫 補 助 金 0

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 682,706

(5) 雑 収 益 6 868,393

４　営 業 外 費 用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 47,053

(2) 雑 支 出 2,570 49,623 818,770

経 常 利 益 47,030

５　特　別　利　益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2

６　特　別　損　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 84 84 △ 82

当 年 度 純 利 益 46,948

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益余金変動額 105,745

当年度未処分利益剰余金 152,693

令和6年度宮代町下水道事業予定損益計算書（前年度分）

－　　－18



（単位　千円）

１　固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,382,177

ロ 建 物 411,763

減 価 償 却 累 計 額 △ 71,977 339,786

ハ 構 築 物 16,556,861

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,331,092 13,225,769

ニ 機 械 及 び 装 置 775,959

減 価 償 却 累 計 額 △ 274,964 500,995

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 2,278

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,658 620

ヘ 工具、器具及び備品 243

減 価 償 却 累 計 額 △ 231 12

ト 建 設 仮 勘 定 16,365

有 形 固 定 資 産 合 計 15,465,724

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 606,445

無 形 固 定 資 産 合 計 606,445

固 定 資 産 合 計 16,072,169

２　流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 103,717

(2) 未 収 金 48,577

貸 倒 引 当 金 △ 980 47,597

流 動 資 産 合 計 151,314

資 産 合 計 16,223,483

令和6年度宮代町下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部
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３　固　定　負　債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 2,461,015

企 業 債 合 計 2,461,015

固 定 負 債 合 計 2,461,015

４　流　動　負　債

(1) 企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 357,713

企 業 債 合 計 357,713

(2) 未 払 金 81,500

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,228

引 当 金 合 計 1,228

(4) そ の 他 流 動 負 債 100

流 動 負 債 合 計 440,541

５　繰　延　収　益

(1) 長 期 前 受 金 14,295,271

長期前受金収益化累計額 △ 3,441,871

繰 延 収 益 合 計 10,853,400

負 債 合 計 13,754,956

６　資　　本　　金 961,265

７　剰　　余　　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,311,449

ロ 負 担 金 23,870

ハ 補 助 金 18,476

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 774

資 本 剰 余 金 合 計 1,354,569

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 152,693

利 益 剰 余 金 合 計 152,693

剰 余 金 合 計 1,507,262

資 本 合 計 2,468,527

負 債 資 本 合 計 16,223,483

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

　（ア）有形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　　　　　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　建物

　　　　　構築物

　　　　　機械及び装置

　　　　　車両及び運搬具

　　　　　工具、器具及び備品

　（イ）無形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　　　　　　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　施設利用権

（２）引当金の計上方法

　（ア）退職給付引当金

　　　職員の退職手当については、埼玉県市町村総合事務組合への負担金を除き、

　　　一般会計が負担することとしているため、退職手当に係る引当金は計上していない。

　（イ）賞与引当金

　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度

　　　末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　（ウ）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上してい

　　　る。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　

２　貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

　　　のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、２，５３６，８５５千円

　　　である。

（２）引当金の取り崩し

　（ア）賞与引当金

　　　当年度において、期末手当・勤勉手当６月分（法定福利費を含む。）を支給するため、賞与

　　　引当金９８８千円を取り崩すこととする。

　（イ）貸倒引当金

　　　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金１８５千円を取り崩すこ

　　　ととする。

45年

 9 ～50年

10 ～50年

 6 ～35年

4 ～ 6年

4 ～ 5年
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３　セグメント情報の開示

（１）報告セグメントの概要

　　宮代町下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、それぞれ運営方

　針等を決定していることから、当該２事業を報告セグメントとしている。

　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

（２）報告セグメントごとの営業収益等

　　前年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位　千円）

特別損失 50 34 84

固定資産の増減額 △ 600,555 △ 25,769 △ 626,324

長期前受金戻入 665,340 17,366 682,706

支払利息及び企業債取扱諸費 42,997 4,056 47,053

他会計繰入金 383,641 43,119 426,760

減価償却費 730,985 29,011 759,996

セグメント負債 13,068,956 686,000 13,754,956

その他の項目

経常損益 44,164 2,866 47,030

セグメント資産 15,462,285 761,198 16,223,483

営業費用 969,412 55,850 1,025,262

営業損益 △ 724,344 △ 47,396 △ 771,740

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 245,068 8,454 253,522

農業集落排水事業 農業集落におけるし尿・生活雑排水の処理

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地等におけるし尿・生活雑排水の処理及び雨水排除
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（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

3

1

2

2

1

1

2

1

3

1

4

1

5

1

6

1

3

1

1

公共下水道 245,051

宮 代 町 公 共 下 水 道 事 業

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

款　　　項 目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節 金　　額 附　　　　　　　記

公 共 下 水 道
事 業 収 益 1,103,628

営 業 収 益 282,575

そ の 他 508

198

負 担 金 負 担 金 37,016 一般会計負担金（雨水）

使 用 料 一般汚水収益 245,051 公共下水道使用料

雨 水 処 理 37,016

営業外収益 821,052

1

営 業 収 益 手 数 料 218 指定工事店更新手数料

下水道台帳図 20

雑 収 益 290 下水道施設使用負担金

169,526

644,519

消 費 税 1

還 付 金

長期前受金

戻 入 長期前受金戻入 644,519 長期前受金戻入額

預 金 利 息 1 普通預金利息

受 取 利 息

及び配当金

消費税還付金 1 消費税及び地方消費税還付金

補 助 金

他 会 計 169,526

一般会計補助金 一般会計補助金

特 別 利 益

雑 収 益 5

国 庫 7,000

過年度損益修正益 1

1

令和7年度宮代町下水道事業会計予算実施計画明細書

5 行政財産使用料

1

その他雑収益

過年度損益

修 正 益

補 助 金 国庫補助金 7,000 国庫補助金
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（単位　千円）

1

1

1

1

2

3

4

2

1

2

3

4

5

6

7

8

3

1

4

1

5

1

2

汚水桝取替工事費 1,870

賃 借 料 120 下水道管きょ布設用地借上料

58

12,659

光 熱 水 費 120 水道料金

電気料

62

68

ポンプ場費 30,971

内水浸水想定区域図作成業務委託料

款　　　項 目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節 金　　額 附　　　　　　　記

支　　　　　　　出

排水路修繕工事費（笠原地区） 1,320

管きょ修繕工事費 10,000

公 共 下 水 道
事 業 費 用 1,078,651

営 業 費 用 1,032,595

管 き ょ 費 91,759

修 繕 費 17,139 取付管等修繕費 5,775

既設公共桝修繕費 44

委 託 料 67,680 除草作業業務委託料 8,823

動 力 費 12,727 燃料費

排水路汚泥浚渫業務委託料 1,200

下水道台帳補正業務委託料 3,531

排水路用地樹木消毒業務委託料 126

路 面 復 旧 費 6,820 舗装復旧工事費 4,950

18,300

備 消 品 費 120 事務用品

委 託 料 14,152 施設管理業務委託料

修 繕 費 3,000 施設修繕費

保 険 料 349 中継ポンプ場火災保険料

施設管理用品

消防設備点検業務委託料

12,747

電気保安設備点検業務委託料 517

53

通 信 運 搬 費 478 通信料

機械警備業務委託料 412

し砂沈砂運搬業務委託料 423

手 数 料 25 クレーン協会検査手数料

地域手当

管理運営費負担金 負 担 金 131,036 流域下水道維持管理負担金

流 域 下 水道 維持 131,036

業 務 費 17,761

委 託 料 17,761 下水道使用料徴収業務委託料

給 料 6,577 職員給料　　

総 係 費 30,285

手 当 3,023 管理職手当 360

383

排水設備工事受付等業務委託料

管路施設内調査業務委託料

7,700

28,000

扶養手当 174

住居手当 336
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3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

6

2

7

1

8

1

2

1

1

通勤手当 80

時間外勤務手当 154

金　　額

管理職員特別勤務手当

通 信 運 搬 費

車両保険料

25

600

賞与引当金繰入額(法定福利費） 132

1,875 市町村共済組合負担金

期末手当 786

勤勉手当

賞与引当金繰入額(勤勉手当） 301

公務災害負担金

款　　　項 目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節

賞与引当金繰入額 828

1,857法 定 福 利 費

附　　　　　　　記

職員出張旅費

印 刷 製 本 費

185

28

395賞与引当金繰入額(期末手当）

事務用品等

旅 費 171

18

車両ガソリン代

研 修 費 50

燃 料 費 126

委 託 料 13,379

92

保 険 料 171

276

日本下水道協会外負担金 127

建物 10,670

職員研修費

負 担 金 3,259 市町村総合事務組合負担金（退職手当） 766

事務所使用料等負担金 2,366

構築物 661,414

減価償却費 730,753

1
有形固定資産
減 価 償 却 費

696,215

手 数 料

機械及び装置 23,736

車両運搬具

固定資産除却費 29 機械及び装置

資産減耗費 29

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 34,538 施設利用権

395

武蔵野銀行 24

郵便貯金・簡易生命保険管理機構 4,354

貸倒引当金繰入額 124 貸倒引当金繰入額

49 口座振込手数料

雑 支 出

そ の 他

営 業 費 用

1

児童手当 125

下水道経営戦略改定業務委託 13,346

CAD保守委託料

郵便料金等

任意保険料

100 車両点検整備費等修 繕 費

19

33

下水道賠償責任保険料分担金 124

帳票等印刷費

備 消 品 費

地方公共団体金融機構 15,337

1

企 業 債 利 息

営業外費用 41,006

支払利息及び 36,005

企業債取扱諸費 36,005 財務省財政融資資金 11,206
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1

2

1

3

1

3

1

1

4

1

1

企業債取扱諸費 南彩農業協同組合 1,094

前年度債 2,610

支払利息及び 埼玉りそな銀行 1,380

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

過年度損益修正損 50

その他雑支出

5,000

5,000

款　　　項 目

過誤納金還付引当金

予 定 額

1

5,000 消費税及び地方消費税

修 正 損

予 備 費 5,000

消 費 税

特 別 損 失 50

予 備 費

過年度損益 50

予 備 費

金　　額 附　　　　　　　記

1

節

消 費 税 5,000

雑 支 出
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（単位　千円）

1

1

1 1

 

2

1 1

2

3

1

1

2

1

（単位　千円）

1

1

1 1

2

3

2

1

2

1

1

埼玉りそな銀行

国 庫 補 助 金 20,000

舗装復旧工事費 8,316

15,106

中継ポンプ場改修工事費 40,000

負 担 金

武蔵野銀行 3,713

資　本　的　収　入　及　び　支　出

流域下水道事業債 23,700

資本費平準化債 70,000

企 業 債

款　　　項

公共下水道 2 受益者負担金

143,490

32,500

委 託 料

107,150

11,550

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節 金　　額 附　　　　　　　記

公共下水道事業
資 本 的 支 出 477,472

負 担 金 2

1 区域外流入協力金

猶予取消分

事業負担金 区域外流入協力金

建設改良費

地方公共団体金融機構

郵便貯金・簡易生命保険管理機構

下水道管布設工事設計業務委託費

元 金 償 還 金 333,982 財務省財政融資資金

償 還 金 元金償還金 333,982

23,724 流域下水道建設負担金建設負担金

58,900 中継ポンプ場改修工事実勢価格調査業務委託費 2,000

1,000

建設改良費 119,766 工 事 請 負 費 59,866 公共ます取付工事費

負 担 金

14,019

114,344

南彩農業協同組合

中継ポンプ場改修工事設計業務委託費 24,400

支　　　　　　　出

款　　　項 目 予 定 額

水道切回し負担金

国 庫 補 助 金 20,000

79,650

流域下水道 23,724

企 業 債 333,982

公共下水道事業
資 本 的 収 入 366,247

企 業 債 193,400

152,845 一般会計補助金一般会計補助金

公共下水道事業債

収　　　　　　　入

補 助 金 172,845

他会計補助金 152,845

目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節 金　　額 附　　　　　　　記

99,700193,400

1

企 業 債 193,400
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（単位　千円）

2

1

1

1 使用料（予想使用世帯数265世帯）

2

1

1

2

1

3

1

4

1

5

1

3

1

1

一般会計補助金

消費税還付金 1 消費税及び地方消費税還付金

一般会計補助金 34,605

その他雑収益 1

他 会 計 34,605

宮 代 町 農 業 集 落 排 水 事 業

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

款　　　項 目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節 金　　額 附　　　　　　　記

処理施設使用料 農 業 集 落 排 水 9,300

農 業 集 落 排 水

農 業 集 落 排 水
事 業 収 益 59,179

9,300

営 業 収 益 9,300

処理施設使用料

1

営業外収益 49,878

受 取 利 息

預 金 利 息 1 普通預金利息及び配当金

戻 入 長期前受金戻入 15,270 長期前受金戻入額

過年度損益

修 正 益 過年度損益修正益 1

雑 収 益

1

行政財産使用料

1

1特 別 利 益

消 費 税 1

還 付 金

長期前受金 15,270

補 助 金
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（単位　千円）

2

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

2

1

3

1

2

3

賞与引当金繰入額(法定福利費）

4

5

6

7

8

9

勤勉手当

自賠責保険料

建物災害保険加入料

汚泥運搬業務委託料

保 険 料 61

委 託 料 425 使用料徴収業務委託料

425

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用 59,179

款　　　項 目 予 定 額
金　　額 附　　　　　　　記

支　　　　　　　出

営 業 費 用 53,040

処 理 場 費 17,982

通 信 運 搬 費 119 電話料金

1,250 処理場管理消耗品

光 熱 水 費 21 水道料金

11処理場消防設備点検委託料

手 数 料 1 科目設定

委 託 料 8,332 処理場等施設管理委託料

50処理場等施設管理委託料（草刈）

3,600

処理場機械警備業務委託料 206

処理場電気保安設備点検業務委託料 165

4,300

総 係 費 9,110

給 料 2,545 職員給料　　

業 務 費

312

手 当 932

121

371期末手当

時間外勤務手当

地域手当 128

修 繕 費

任意保険料

燃 料 費 126 車両ガソリン代

委 託 料 3,850 調査委託料

公務災害負担金

11 職員出張旅費

賞与引当金繰入額 410 賞与引当金繰入額(期末手当） 187

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

150

157

7

車両点検整備費等

旅 費

66

法 定 福 利 費 646 市町村共済組合負担金 639

18

22

保 険 料

備 消 品 費

500その他修繕費

動 力 費 4,398 電気料

修 繕 費 3,800 スクリーンユニット修繕工事費 3,300

54

車両保険料 14
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10

11

12 市町村総合事務組合負担金（退職手当）

13

14

15

4

5

1

6

1

2

1

1

2

1

3

1

3

1

1

4

1

1

款　　　項 目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節

地域環境資源センター外負担金

金　　額

257

附　　　　　　　記

通 信 運 搬 費 11 郵便料金

25

貸倒引当金繰入額 13 貸倒引当金繰入額

建物 3,709

構築物 18,941

手 数 料 27 口座振込手数料

1
有形固定資産
減 価 償 却 費

25,520

企業債取扱諸費

その他雑支出 1

雑 支 出 1

消 費 税 500

企 業 債 利 息

1雑 支 出

1

消 費 税 500

4,105

支 払 利 息 及 び 3,604

財務省財政融資資金

機械及び装置 2,870

機械及び装置

地方公共団体金融機構 1,594

消費税及び地方消費税

3,604

負 担 金 282

予 備 費

2,010

過誤納金還付引当金

過年度損益 34

修 正 損 過年度損益修正損 34

予 備 費 2,000

予 備 費 2,000

2,000

固定資産除却費 2

営業外費用

そ の 他

営 業 費 用

資産減耗費 2

特 別 損 失

減価償却費 25,520

公 課 費 43 車両重量税・印紙代

雑 費 10 車検時諸費用等

34
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（単位　千円）

2

1

1

1

2

1

1

3

1

1

（単位　千円）

2

1

1 1

2

1

1

節 金　　額 附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細
款　　　項

収　　　　　　　入

企 業 債 27,100 農業集落排水事業債 17,100

資本費平準化債

農業集落排水事業
資 本 的 収 入

予 定 額目

補 助 金 7,961

35,062

企 業 債

7,961他会計補助金

マンホールポンプ非常通報装置設置工事費 17,160

一般会計補助金

舗装復旧工事費

公共ます取付工事費

7,961

20,806 工 事 請 負 費 20,806

金　　額

20,806

45,314

企 業 債 24,508

農業集落排水事業
資 本 的 支 出

建設改良費

951

一般会計補助金

支　　　　　　　出

款　　　項 目 予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

節

27,100

企 業 債 27,100

資　本　的　収　入　及　び　支　出

12,087地方公共団体金融機構

償 還 金 元金償還金 24,508

元 金 償 還 金 24,508 財務省財政融資資金 12,421

受 益 者 分 担 金 1 新規加入者

分 担 金 1

受益者分担金 1

10,000

マンホールポンプ水位計更新工事費 1,375

附　　　　　　　記

1,320建設改良費
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